
科　　目 

金　額 

　 （ 資 産 の 部 ） 　  
現 金 預 け 金  
コールローン及び買入手形  
買 入 金 銭 債 権  
商 品 有 価 証 券  
有 価 証 券  
貸 出 金  
外 国 為 替  
そ の 他 資 産  
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
繰 延 税 金 資 産  
支 払 承 諾 見 返  
貸 倒 引 当 金  
資 産 の 部 合 計  
　 （ 負 債 の 部 ） 　  
預 金  
借 用 金  
外 国 為 替  
社 債  
新 株 予 約 権 付 社 債  
そ の 他 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
販 売 促 進 引 当 金  
利 息 返 還 損 失 引 当 金  
再評価に係る繰延税金負債  
支 払 承 諾  
負 債 の 部 合 計  
　 （ 純 資 産 の 部 ） 　  
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
自 己 株 式  
株 主 資 本 合 計  
その他有価証券評価差額金  
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
土 地 再 評 価 差 額 金  
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  
少 数 株 主 持 分  
純 資 産 の 部 合 計  
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

 
26,589 
33,000 

0 
133 

126,532 
439,756 
206 
5,021 
11,938 
377 
5,639 
9,065 

△ 4,777 
653,483 

 
607,344 
2,576 
0 

1,200 
－ 

3,837 
2,434 
143 
18 
2 

1,291 
9,065 

627,913 
 

8,233 
6,162 
8,661 
△ 51 
23,006 
△ 1,241 

－ 
1,683 
441 
2,122 
25,570 
653,483

金　額 

 
28,552 
50,100 
500 
76 

113,850 
434,697 
190 
4,695 
12,156 
373 
5,524 
10,283 
△ 5,038 
655,961 

 
609,079 
2,574 
0 

1,200 
2,000 
3,205 
2,419 
－ 
－ 
－ 

1,291 
10,283 
632,053 

 
7,231 
5,165 
8,090 
△ 41 
20,444 
△ 303 

0 
1,683 
1,379 
2,083 
23,908 
655,961

前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

証券取引法第193条の2の規定又は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明 
　当行は、前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）の中間連結財務諸表については証券取引法第193条の
2の規定に基づき、また、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日）の中間連結財務諸表については金融商品
取引法第193条の2第1項の規定に基づき、監査法人の監査証明を受けております。 

単位：百万円 中間連結貸借対照表 単位：百万円 中間連結損益計算書 

科　　目 

金　額 金　額 

経 常 収 益  
資 金 運 用 収 益  
（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 
（うち有価証券利息配当金） 
役 務 取 引 等 収 益  
そ の 他 業 務 収 益  
そ の 他 経 常 収 益  

経 常 費 用  
資 金 調 達 費 用  
（ う ち 預 金 利 息 ） 
役 務 取 引 等 費 用  
そ の 他 業 務 費 用  
営 業 経 費  
そ の 他 経 常 費 用  

経 常 利 益  
特 別 利 益  
特 別 損 失  
固 定 資 産 処 分 損  
減 損 損 失  
そ の 他 の 特 別 損 失  

税金等調整前中間純利益  
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額  
少数株主利益（△は少数株主損失） 
中 間 純 利 益  

8,493 
5,854 
（5,170） 
（511） 
1,268 
1,200 
169 
7,647 
405 
（248） 
491 
1,049 
4,941 
759 
846 
52 
27 
3 
13 
10 
871 
51 
323 
39 
456

9,246 
6,317 
（5,534） 
（607） 
1,370 
1,118 
440 
8,093 
899 
（824） 
518 
1,000 
4,843 
831 
1,153 
110 
17 
4 
13 
0 

1,246 
187 
417 
△1 
642

前中間連結会計期間 
自平成18年4月1日 
至平成18年9月30日 

当中間連結会計期間 
自平成19年4月1日 
至平成19年9月30日 
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中間連結財務諸表 中間連結財務諸表 



区　　分 

金　額 金　額 

 

871 

924 

13 

△ 244 

△ 34 

－ 

－ 

－ 

△ 5,854 

405 

36 

3 

6,163 

31,623 

△78 

△9,571 

△ 20,400 

27 

0 

5,589 

△ 298 

△ 764 

8,411 

△ 293 

8,118 

 

△ 32,712 

16,269 

6,606 

△ 481 

△ 43 

85 

△ 10,277 

 

△ 203 

△ 5 

△ 5 

1 

△ 212 

△ 5 

△ 2,377 

18,262 

15,885

 

1,246 

885 

13 

△ 492 

22 

△ 40 

0 

2 

△ 6,317 

899 

△ 309 

4 

6,815 

20,616 

100 

76 

△ 17,200 

△ 40 

0 

6,275 

△ 728 

△ 735 

11,093 

△ 87 

11,006 

 

△ 31,088 

17,481 

2,581 

△ 866 

△ 37 

23 

△ 11,906 

 

△ 237 

△ 3 

△ 5 

1 

△ 244 

△ 3 

△ 1,147 

16,391 

15,244

前中間連結会計期間 
自平成18年4月1日 
至平成18年9月30日 

当中間連結会計期間 
自平成19年4月1日 
至平成19年9月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益   

減 価 償 却 費   

減 損 損 失   

貸 倒 引 当 金 の 純 増 減（ △ ） 

退職給付引当金の純増減（△） 

役員退職慰労引当金の純増減（△）  

販売促進引当金の純増減（△） 

利息返還損失引当金の純増減（△） 

資 金 運 用 収 益   

資 金 調 達 費 用   

有 価 証 券 関 係 損 益（ △ ）  

固 定 資 産 処 分 損 益（ △ ） 

貸 出 金 の 純 増 （ △ ） 減   

預 金 の 純 増 減 （ △ ）   

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 

預 け金（日銀 預け金を除く）の 純増（ △ ）減   

コールローン等の純増（△）減  

外国為替（資産）の純増（△）減  

外国為替（負債）の純増減（△）  

資 金 運 用 に よ る 収 入   

資 金 調 達 に よ る 支 出   

そ の 他   

　 　 小 　 　 計 　 　   

法 人 税 等 の 支 払 額   

営業活動によるキャッシュ・フロー  

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有 価 証 券 の 取 得 による支 出   

有 価 証 券 の 売 却 による収 入   

有 価 証 券 の 償 還 による収 入   

有形固定資産の取得による支出 

無形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配 当 金 支 払 額   

少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額   

自 己 株 式 の 取 得 による支 出   

自 己 株 式 の 売 却 による収 入   

財務活動によるキャッシュ・フロー  

現金及び現金同等物に係る換算差額  

現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 

現金及び現金同等物の期首残高  

現金及び現金同等物の中間期末残高  

Ⅰ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

Ⅴ 

Ⅵ 

Ⅶ 

単位：百万円 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

当中間連結会計期間（自　平成19年4月1日　至　平成19年9月30日） 

平成19年3月31日残高  

中間連結会計期間中の変動額  

剰 余 金 の 配 当（注） 

中 間 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） 

中間連結会計期間中の変動額合計  

平成19年9月30日残高  

8,233 
 
 
 
 
 
 
 
 
－ 

8,233

6,163 
 
 
 
 

△ 0 
 
 
 

△ 0 
6,162

8,255 
 

△ 237 
642 
 
 
 
 
 

405 
8,661

△ 47 
 
 
 

△ 5 
1 
 
 
 

△ 3 
△ 51

22,604 
 

△ 237 
642 
△ 5 
1 
 
 
 

401 
23,006

株主資本 

平成19年3月31日残高  

中間連結会計期間中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 (注 )  

中 間 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） 

中間連結会計期間中の変動額合計  

平成19年9月30日残高  

△ 602 
 
 
 
 
 
 

△639 
 

△639 
△ 1,241

△ 1 
 
 
 
 
 
 
1 
 
1 
－ 

1,683 
 
 
 
 
 
 
－ 
 
－ 

1,683

2,128 
 
 
 
 
 
 

△5 
 

△5 
2,122

評価・換算差額等 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

少数株主 
持分 

（注）　平成19年6月の定時株主総会における決議項目であります。 
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資本金 
 

資　本 
剰余金 
 

利　益 
剰余金 
 
 

自　己 
株　式 
 
 

株主資本 
合　　計 

 

前中間連結会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日） 

平成18年3月31日残高  

中間連結会計期間中の変動額  

新 株 の 発 行  

剰 余 金 の 配 当（ 注 ） 

中 間 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

土地再評価差額金の取崩 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） 

中間連結会計期間中の変動額合計  

平成18年9月30日残高  

単位：百万円 中間連結株主資本等変動計算書 

6,828 
 

402 
 
 
 
 
 
 
 

402 
7,231

4,767 
 

397 
 
 
 
0 
 
 
 

397 
5,165

7,835 
 
 

△ 203 
456 
 
 
2 
 
 

255 
8,090

△ 37 
 
 
 
 

△ 5 
0 
 
 
 

△ 4 
△ 41

19,393 
 

800 
△ 203 
456 
△ 5 
1 
2 
 
 

1,051 
20,444

株主資本 

平成18年3月31日残高  

中間連結会計期間中の変動額  

新 株 の 発 行  

剰 余 金 の 配 当（ 注 ） 

中 間 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

土地再評価差額金の取崩 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の  
中 間 連 結 会 計 期 間 中 の 変 動 額（ 純 額 ） 

中間連結会計期間中の変動額合計  

平成18年9月30日残高  

△ 593 
 
 
 
 
 
 
 
 

289
 

289 
△ 303

－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
 
0 
0

1,685 
 
 
 
 
 
 
 
 

△2
 

△2 
1,683

2,048 
 
 
 
 
 
 
 
 

35
 

35 
2,083

評価・換算差額等 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

少数株主 
持分 

（注）　平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

資本金 
 

資　本 
剰余金 
 

利　益 
剰余金 
 
 

自　己 
株　式 
 
 

株主資本 
合　　計 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
（当中間連結会計期間） 
1．　連結の範囲に関する事項 
（1） 連結子会社　　　　　5社 

会社名 
東北ビジネスサービス株式会社 
株式会社東北ジェーシービーカード 
東北保証サービス株式会社 
とうぎん総合リース株式会社 
東北銀ソフトウェアサービス株式会社 

（2） 非連結子会社 
該当ありません。 

2．　持分法の適用に関する事項 
該当ありません。 

3．　連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。 
9月末日　　　5社 

4．　会計処理基準に関する事項 
（1） 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により
算定）により行っております。 

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法 
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動
平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結
子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、
中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
主として移動平均法により算定）、時価のないものについて
は、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っており
ます。 
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産
直入法により処理しております。 

（3） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（4） 減価償却の方法 
①　有形固定資産 
　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1
日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）について
は定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間によ　
り按分し計上しております。 
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物　9年～30年 
動産　3年～20年 

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用
年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

（会計方針の変更） 
　平成19年度税制改正に伴い、平成19年4月1日以後に取
得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基
づく償却方法により減価償却費を計上しております。こ
の変更により、従来の方法によった場合に比べ営業経費
は6百万円増加し、経常利益及び税金等調整前中間純利益
は同額減少しております。なお、セグメント情報に与える
影響は、当該箇所に記載しております。また、当行は従来、
建物の減価償却については、税法限度額の160％を減価償
却額とする方法で行っておりましたが、平成19年度税制
改正に伴い、法定耐用年数で備忘価額までの償却が可能
となったことにより、税法限度額の100％を減価償却額と
する方法に変更しております。この変更による中間連結
貸借対照表等に与える影響は軽微であります。 

（追加情報） 
　当中間連結会計期間より、平成19年3月31日以前に取得
した有形固定資産については、償却可能限度額に達した
連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を備忘価
額まで5年間で均等償却する方法に変更しており、年間減
価償却費見積額を期間により按分し計上しております。
この変更により、従来の方法によった場合に比べ営業経
費は40百万円増加し、経常利益及び税金等調整前中間純

利益は同額減少しております。なお、セグメント情報に与
える影響は、当該箇所に記載しております。 
②　無形固定資産 
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却してお
ります。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行
及び連結子会社で定める利用可能期間（5年）に基づいて
償却しております。 

（5） 貸倒引当金の計上基準 
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。 
　「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検
証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号）
に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権に
ついては、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。また、現在
は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額
から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。破産、特別清算
等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破
綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、
以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。 
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査
部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて
上記の引当を行っております。 
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等
については、債権額から担保の評価額及び保証による回収
が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、その金額は7，202百万円
であります。 
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の
貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

（追加情報） 
　当中間連結会計期間より、当行の要注意先債権のうち貸
出条件緩和債権等について貸倒引当金の計上方法を変更し
ております。従来、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額について過去
の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に
基づき計上しておりましたが、当中間連結会計期間から、要
注意先債権に相当する債権についての引当方法と同様の方
法に変更しております。この変更は、個別債権の毀損の貸倒
実績率及び引当金への過大な影響を排除し、より合理的な
見積りを行うためであります。この変更により、従来の方法
によった場合に比べ貸倒引当金繰入額は207百万円減少し、
経常利益及び税金等調整前中間純利益は同額増加しており
ます。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記
載しております。 

（6） 退職給付引当金の計上基準 
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると
認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異
の費用処理方法は以下のとおりであります。 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の 
　　　　　　　　　平均残存勤務期間内の一定の年数（5
　　　　　　　　　 年）による定額法により按分した額を、
　　　　　　　　　それぞれ発生の翌連結会計年度から
　　　　　　　　　 費用処理 
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